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1.  平成23年3月期の業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 9,821 △16.2 353 △7.6 370 △8.5 216 △50.1
22年3月期 11,721 △9.9 382 △21.0 405 △19.2 433 211.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 34.21 ― 5.4 5.4 3.6
22年3月期 67.31 ― 11.7 5.5 3.3

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 6,632 4,132 62.3 653.41
22年3月期 7,051 3,941 55.9 616.33

（参考） 自己資本   23年3月期  4,132百万円 22年3月期  3,941百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 894 △44 △32 2,149
22年3月期 △125 △62 △23 1,332

2.  配当の状況 

・平成23年3月期期末配当の内訳 普通配当 3円00銭  記念配当 3円00銭 
・平成24年3月期の配当予想は未定であります。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― 3.00 3.00 19 4.5 0.5
23年3月期 ― 0.00 ― 6.00 6.00 37 17.5 0.9
24年3月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3.  平成24年3月期の業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,200 △13.6 △240 ― △235 ― △150 ― △23.70
通期 10,000 1.8 85 △76.0 100 △73.0 65 △70.0 10.27



4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 6,500,000 株 22年3月期 6,500,000 株
② 期末自己株式数 23年3月期 176,005 株 22年3月期 104,295 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 6,330,030 株 22年3月期 6,442,455 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資
料2ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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①当期の経営成績 

当期におけるわが国経済は、リーマンショック後の需給ギャップによるデフレ経済の継続、円高・資

源高の影響による企業収益と雇用環境の悪化等から依然として抜け出せない厳しい経済情勢が続きまし

た。 

北海道経済におきましても、国・自治体の財政難の影響と政権交代による政策転換もあり、北海道開

発局予算は10年連続の大幅な削減となっているとともに、民間設備投資も減少に歯止めがかからない極

めて厳しい経営環境となりました。 

このような状況の中、当社は社員一人一人が危機意識と改善意欲をもち経営業績改善活動及び収益力

１％改善活動を進めてきた結果、受注高は8,803百万円で前年度比15.9％の減少、売上高は9,821百万円

で前年度比16.2％の減収となるも、経常利益は370百万円、当期純利益は216百万円を計上することがで

きました。 

  

②次期の見通し 

次期の見通しといたしましては、国内経済は景気の一部持ち直しの動きがみられるものの、東日本大

震災の影響で生産活動の低下等で厳しい経済状況が予想されます。 

北海道経済は、公共工事の減少、民間設備投資の慎重姿勢は引続き推移するものと思われますが、今

回の震災の影響で建設資材の調達、受注物件の着工遅れなど経営環境は極めて厳しい状況が予想されま

す。 

当社は、厳しい市場環境の中で、危機意識と改善意欲をもち営業体制の強化や採算性の向上に向けた

原価管理の徹底、固定費の削減、業務効率化に積極的に取組み、安定した経営基盤を確立していく所存

であります。 

次期の業績は、次のとおり見込んでおります。 

  

受注高     10,000百万円 

売上高     10,000百万円 

営業利益      85百万円 

経常利益      100百万円 

当期純利益     65百万円 

  

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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①資産・負債・純資産の状況 

当事業年度の総資産は、前期末比419,266千円(5.9％)減少の6,632,416千円となりました。 

流動資産は、前期末比413,696千円(7.6％)減少の5,000,197千円、固定資産合計は、前期末比5,570千

円(0.3％)減少の1,632,218千円となりました。 

流動資産の減少の主な要因は、現金預金817,523千円増加等となりましたが、売掛債権1,275,650千円

の減少等によるものです。 

固定資産合計のうち有形固定資産は、前期末比59,778千円(5.1％)増加の1,221,205千円となりまし

た。 

その増加の主な要因は、建物・土地等の取得など122,473千円並びに減価償却費の発生57,661千円等

によるものです。 

投資その他の資産は、前期末比82,540千円(17.8％)減少の379,896千円となりました。 

その減少の主な要因は、差入保証金65,260千円の戻し入れ等によるものです。 

負債合計は、買掛債務576,697千円減少等で前期末比609,560千円(19.6％)減少の2,500,227千円とな

りました。 

純資産合計は、利益剰余金197,353千円増加等で前期末比190,293千円(4.8％)増加の4,132,188千円と

なりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の期末残高は2,149,871千円、前

事業年度に比べ817,523千円の増加となりました。当事業年度における各キャッシュ・フローの状況と

それらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、894,137千円となりました。この増加は、営業収入の増加及び原

材料又は商品の仕入による支出の減少等によるものであります。 

また、前事業年度に比べ得られた資金は1,019,364千円増加しました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、44,120千円となりました。この減少は、差入保証金の戻し入れ並

びに有形固定資産の取得による支出等によるものであります。 

また、前事業年度に比べ使用した資金は17,937千円減少しました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、32,494千円となりました。この減少は、配当金の支払及び自己株

式の取得による支出等によるものであります。 

また、前事業年度に比べ使用した資金は9,470千円増加しました。 

  

  

（２）財政状態に関する分析
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利益配分につきましては、経営体質の強化並びに将来の事業展開に備えるため、技術力の強化・技術

者の育成及び社内インフラ充実のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続していくこ

とを基本方針といたします。 

当期の配当につきましては、４期連続の利益計上となること並びに基本方針等を総合的に勘案し、期

末配当は１株当たり３円とさせていただきますとともに、当社の創業100周年・創立60周年並びに株式

上場10周年を記念し、株主皆様の日頃のご支援に感謝の意を表するために記念配当１株当たり３円を実

施させていただき合計６円の配当を予定しております。 

なお、次期の配当につきましては、現時点では未定であります。 

     

当社における投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある主な事項は、次のとおりです。 

なお、当社はこれらの起こりうるリスクの可能性を確認した上で、発生の回避及び発生した場合の対

応に努める所存です。 

  

①景気の変動について 

景気動向の影響で、公共投資の縮小や民間設備投資の抑制等により、工事受注量の減少、過当競争

による受注価格の下落が今後も続く場合並びに原油・素材価格の上昇や賃金の上昇によるコスト高等

で、当社の業績に悪影響が出る場合があります。 

  

②工事損失引当金について 

厳しい受注環境が続いており今後も価格競争の激化が予想され、損失が見込まれる工事の受注が発

生した場合には、工事損失引当金を計上することで業績に悪影響が生じる可能性があります。 

  

③法的規制について 

当社が行う事業は、建設業法、建築基準法、独占禁止法、会社法等により法的規制を受けていま

す。そのため、上記法律の改廃や新たな法的規制の導入、適用基準変更等によっては業績等に影響を

及ぼす可能性があります。 

  

④災害等について 

天災や想定条件外の原因等により、災害・疫病等が発生し被害を受けた場合には、工事等に影響を

及ぼすとともに、修復費用等の発生等で業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク

- 4 -

㈱北弘電社（1734）　平成23年３月期決算短信（非連結）



 最近の有価証券報告書（平成22年６月30日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社

の状況」から重要な変更がないため開示を省略します。 

  

当社は、「成長性」「収益性」「効率性」「健全性」の視点から経営改善諸施策を展開し、事業を推

進してまいります。 

企業理念として「常に顧客優先の精神に徹し、優れた技術と豊かな創造力により、地域社会の活性化

と生活環境の向上に貢献する」を掲げ、お客様に対して、常に最高の技術とサービスを提供するととも

に、社会環境や安全性に十分配慮し、さらなる企業価値の向上に努めます。 

また、企業倫理の確立と法令順守を徹底し、社会への貢献を果たしてまいります。 

  

目標とする経営指標としましては、特に、安定的な収益確保及び収益力の強化を目指すため、営業利

益の拡大と売上高営業利益率の向上を重要な目標としております。 

  

中長期政策といたしましては、今後成長が期待されるリニューアル分野、新エネルギー分野、環境分

野、情報通信分野、セキュリティー分野の積極的拡大を柱に、①差別化技術の開発と原価低減の実現

②メンテナンス事業の充実拡大 ③顧客満足を高める工事品質と製品の提供 ④協力会社の強化育成

⑤人材の育成等に積極的に取り組んでまいります。 

  

北海道の建設業界は、北海道開発局予算の大幅な削減による公共投資の減少や民間設備投資の減少、

更には今年３月に発生した世界最大級の東日本大震災による悪化影響が見込まれる中、財務体質の弱い

企業から本格的な淘汰・再編が加速していくものと予想されます。 

当社はこの様な状況に対処するために、以下に努めてまいります。 

①収益力１％ＵＰ全社活動の継続展開及び固定費削減による収益力の向上 

②技術提案営業力強化による売上規模の維持・拡大 

③人材の育成と生産性の向上 

④企業倫理・遵法の徹底とリスク対応力の強化 

  

２．企業集団の状況

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

（４）会社の対処すべき課題
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４．財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 1,332,348 2,149,871

受取手形 ※2 142,278 ※2 84,236

完成工事未収入金 ※1 3,127,878 ※1 2,117,625

売掛金 506,024 298,669

商品 39,830 16,052

未成工事支出金 98,880 ※3 118,014

前払費用 9,262 6,855

立替金 37,658 85,762

繰延税金資産 90,103 87,857

その他 ※1 32,128 ※1 37,751

貸倒引当金 △2,500 △2,500

流動資産合計 5,413,894 5,000,197

固定資産

有形固定資産

建物 1,650,203 1,595,990

減価償却累計額 △979,769 △916,467

建物（純額） 670,434 679,522

構築物 71,898 65,357

減価償却累計額 △61,985 △57,036

構築物（純額） 9,913 8,320

機械及び装置 2,112 21,612

減価償却累計額 △332 △1,072

機械及び装置（純額） 1,780 20,540

車両運搬具 8,689 15,165

減価償却累計額 △8,515 △10,853

車両運搬具（純額） 173 4,312

工具、器具及び備品 503,530 512,145

減価償却累計額 △447,411 △459,425

工具、器具及び備品（純額） 56,118 52,720

土地 412,990 448,276

リース資産 12,520 10,016

減価償却累計額 △2,504 △2,504

リース資産（純額） 10,016 7,512

有形固定資産 1,161,427 1,221,205

無形固定資産

ソフトウエア 13,521 30,933

電話加入権 351 170

その他 51 12

無形固定資産 13,924 31,116
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 324,718 307,550

関係会社株式 10,308 11,784

出資金 2,617 2,717

従業員に対する長期貸付金 112 800

破産更生債権等 10,423 10,228

長期前払費用 2,229 2,344

繰延税金資産 33,039 38,081

会員権等 16,402 7,928

その他 ※1 72,052 7,862

貸倒引当金 △9,467 △9,400

投資その他の資産 462,437 379,896

固定資産合計 1,637,789 1,632,218

資産合計 7,051,683 6,632,416

負債の部

流動負債

支払手形 260,116 295,461

工事未払金 365,848 377,996

買掛金 ※1 1,062,444 ※1 438,253

リース債務 2,546 2,637

未払金 ※1 220,849 ※1 256,397

未払費用 17,162 20,507

未払法人税等 95,095 111,691

未払消費税等 13,920 4,377

未成工事受入金 63,811 72,818

前受金 68 68

預り金 35,714 27,113

賞与引当金 83,834 81,118

工事損失引当金 13,355 ※3 13,364

流動負債合計 2,234,769 1,701,807

固定負債

リース債務 8,201 5,563

長期未払金 142,626 102,815

長期預り保証金 3,003 3,017

退職給付引当金 685,080 643,699

役員退職慰労引当金 26,200 40,200

環境対策引当金 9,907 3,125

固定負債合計 875,018 798,420

負債合計 3,109,787 2,500,227
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 840,687 840,687

資本剰余金

資本準備金 687,087 687,087

その他資本剰余金 21 21

資本剰余金合計 687,108 687,108

利益剰余金

利益準備金 77,935 77,935

その他利益剰余金

情報システム構築準備金 20,000 20,000

別途積立金 1,671,262 1,671,262

繰越利益剰余金 656,245 853,598

利益剰余金合計 2,425,442 2,622,796

自己株式 △12,494 △24,747

株主資本合計 3,940,743 4,125,843

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,151 6,344

評価・換算差額等合計 1,151 6,344

純資産合計 3,941,895 4,132,188

負債純資産合計 7,051,683 6,632,416
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（２）損益計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

売上高

完成工事高 ※1 9,566,249 ※1 8,107,928

商品売上高 2,154,792 1,713,784

売上高合計 11,721,042 9,821,713

売上原価

完成工事原価 ※1 8,394,756 ※1 6,969,146

商品期首たな卸高 36,668 39,830

当期商品仕入高 1,951,455 1,512,448

合計 1,988,123 1,552,278

商品期末たな卸高 39,830 16,052

商品売上原価 ※1 1,948,293 ※1 1,536,225

売上原価合計 10,343,049 8,505,372

売上総利益

完成工事総利益 1,171,493 1,138,781

商品売上総利益 206,499 177,558

売上総利益合計 1,377,992 1,316,340

販売費及び一般管理費

役員報酬 50,082 64,827

従業員給料手当 ※1 490,186 ※1 458,160

退職金 1,682 686

退職給付費用 40,331 29,827

役員退職慰労引当金繰入額 7,747 15,400

法定福利費 57,352 62,501

福利厚生費 25,270 24,361

通信交通費 43,639 39,552

広告宣伝費 7,160 5,656

貸倒損失 2,387 －

交際費 15,694 20,326

寄付金 674 2,494

地代家賃 11,106 8,327

減価償却費 36,093 39,383

租税公課 34,516 40,851

荷造運搬費 ※1 22,667 ※1 21,254

雑費 148,993 129,212

販売費及び一般管理費 995,585 962,825

営業利益 382,407 353,515
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

営業外収益

受取利息 ※1 3,541 ※1 2,811

受取配当金 4,700 4,590

受取賃貸料 4,099 4,897

保険解約返戻金 4,246 －

雑収入 7,126 6,838

営業外収益合計 23,714 19,137

営業外費用

支払利息 558 401

雑支出 191 1,446

営業外費用合計 750 1,848

経常利益 405,371 370,804

特別利益

固定資産売却益 ※2 344 －

環境対策引当金戻入益 － 1,382

特別利益合計 344 1,382

特別損失

固定資産除却損 ※3 2,164 ※3 26,914

投資有価証券評価損 － 24,486

会員権評価損 － 873

特別損失合計 2,164 52,275

税引前当期純利益 403,551 319,912

法人税、住民税及び事業税 93,055 107,855

法人税等調整額 △123,143 △4,483

法人税等合計 △30,088 103,371

当期純利益 433,639 216,540
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（３）株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 840,687 840,687

当期末残高 840,687 840,687

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 687,087 687,087

当期末残高 687,087 687,087

その他資本剰余金

前期末残高 21 21

当期末残高 21 21

資本剰余金合計

前期末残高 687,108 687,108

当期末残高 687,108 687,108

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 77,935 77,935

当期末残高 77,935 77,935

その他利益剰余金

情報システム構築準備金

前期末残高 20,000 20,000

当期末残高 20,000 20,000

別途積立金

前期末残高 1,671,262 1,671,262

当期末残高 1,671,262 1,671,262

繰越利益剰余金

前期末残高 235,557 656,245

当期変動額

剰余金の配当 △12,952 △19,187

当期純利益 433,639 216,540

当期変動額合計 420,687 197,353

当期末残高 656,245 853,598

利益剰余金合計

前期末残高 2,004,755 2,425,442

当期変動額

剰余金の配当 △12,952 △19,187

当期純利益 433,639 216,540

当期変動額合計 420,687 197,353

当期末残高 2,425,442 2,622,796
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

自己株式

前期末残高 △3,634 △12,494

当期変動額

自己株式の取得 △8,860 △12,253

当期変動額合計 △8,860 △12,253

当期末残高 △12,494 △24,747

株主資本合計

前期末残高 3,528,916 3,940,743

当期変動額

剰余金の配当 △12,952 △19,187

当期純利益 433,639 216,540

自己株式の取得 △8,860 △12,253

当期変動額合計 411,827 185,100

当期末残高 3,940,743 4,125,843

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △35,575 1,151

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

36,727 5,193

当期変動額合計 36,727 5,193

当期末残高 1,151 6,344

評価・換算差額等合計

前期末残高 △35,575 1,151

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

36,727 5,193

当期変動額合計 36,727 5,193

当期末残高 1,151 6,344

純資産合計

前期末残高 3,493,340 3,941,895

当期変動額

剰余金の配当 △12,952 △19,187

当期純利益 433,639 216,540

自己株式の取得 △8,860 △12,253

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 36,727 5,193

当期変動額合計 448,554 190,293

当期末残高 3,941,895 4,132,188
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

営業収入 10,228,551 10,725,633

原材料又は商品の仕入れによる支出 △3,894,673 △3,181,791

人件費の支出 △1,753,573 △1,677,464

外注費の支出 △3,320,518 △3,718,029

その他の営業支出 △1,121,833 △1,165,644

小計 137,954 982,705

利息及び配当金の受取額 8,187 7,344

利息の支払額 △559 △402

受取賃貸料 4,099 4,898

法人税等の支払額 △274,908 △100,408

営業活動によるキャッシュ・フロー △125,227 894,137

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △47,245 △99,703

有形固定資産の売却による収入 2,984 119

無形固定資産の取得による支出 － △9,051

投資有価証券の取得による支出 △31,200 △1,200

投資有価証券の売却による収入 － 24

保険積立金の解約による収入 14,321 －

貸付けによる支出 △2,700 △1,200

貸付金の回収による収入 1,783 1,630

差入保証金の回収による収入 － 65,261

投資活動によるキャッシュ・フロー △62,057 △44,120

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 190,000 140,000

短期借入金の返済による支出 △190,000 △140,000

自己株式の取得による支出 △8,860 △12,253

リース債務の返済による支出 △2,321 △2,409

配当金の支払額 △11,843 △17,832

財務活動によるキャッシュ・フロー △23,024 △32,494

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △210,308 817,523

現金及び現金同等物の期首残高 1,542,656 1,332,348

現金及び現金同等物の期末残高 1,332,348 2,149,871
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 該当事項はありません。 

  

 
  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）重要な会計方針

項目
前事業年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

 ①時価のあるもの

   期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しており

ます。)

その他有価証券

 ①時価のあるもの

   同左

 ②時価のないもの

   移動平均法による原価法

 ②時価のないもの

   同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 未成工事支出金 

  個別法による原価法

(1) 未成工事支出金 

 同左

(2) 商品 

 先入先出法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

(2) 商品

  同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

①建物(建物附属設備は除く)

 ａ 平成10年３月31日以前に取得し

たもの

  旧定率法によっております。

 ｂ 平成10年４月１日から平成19年

３月31日までに取得したもの

  旧定額法によっております。

 ｃ 平成19年４月１日以後に取得し

たもの

  定額法によっております。

②建物以外

 ａ 平成19年３月31日以前に取得し

たもの

  旧定率法によっております。

 ｂ 平成19年４月１日以降に取得し

たもの

  定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物及び構築物 ３年～50年

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

 同左

 

  

 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

 定額法を採用しております。

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用して

おります。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

  同左
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項目
前事業年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

(3) リース資産

 所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零として算定する定額法によ

っております。

 なお、リース取引会計基準の改正

適用初年度開始前の所有権移転外フ

ァイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によってお

ります。

(3) リース資産

 同左

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

(1)貸倒引当金 

  同左 

  

 

(2)賞与引当金

 従業員の賞与に充てるため、賞与

支給見込額の当事業年度負担額を計

上しております。

(2)賞与引当金

 同左

(3) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、

退職給付会計に基づく簡便法によ

り、自己都合の期末要支給額を計上

しております。

(3) 退職給付引当金  

 同左

(4) 役員退職慰労引当金
 役員の退職慰労金の支給に充てる
ため、内規に基づく期末要支給額を
計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金 
  同左

(5) 工事損失引当金 
 受注工事に係る将来の工事損失に
備えるため、当事業年度末において
見込まれる未引渡工事の損失発生見
込額を計上しております。

(5) 工事損失引当金 
  同左 

(6) 環境対策引当金
 ＰＣＢ使用電気機器の処理支出に
備えるため、処理見込額を計上して
おります。

(6) 環境対策引当金
 同左
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項目
前事業年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

５ 収益費用の計上基準 完成工事高及び完成工事原価の計上基

準

 当期末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる工事契約につい

ては工事進行基準を適用し、その他の

工事契約については、工事完成基準を

適用しております。なお、工事進行基

準を適用する工事の当期末における進

捗度の見積りは、原価比例法によって

おります。

（会計方針の変更）

 請負工事に係る収益の計上基準につ

いては、従来、請負金額１億円以上か

つ工期１年超の工事については工事進

行基準を、その他の工事については工

事完成基準を適用しておりましたが、

「工事契約に関する会計基準」（企業

会計基準第15号 平成19年12月27日）

及び「工事契約に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第18

号 平成19年12月17日）を適用し、当

会計期間に着手した工事契約から、当

会計期間末までの進捗部分について成

果の確実性が認められる工事について

は工事進行基準（工事の進捗率の見積

りは原価比例法）を、その他の工事に

ついては工事完成基準を適用しており

ます。

 これにより当会計期間の売上高は

93,180千円、売上総利益、営業利益及

び経常利益ならびに税引前当期純利益

はそれぞれ94千円増加しております。

完成工事高及び完成工事原価の計上基

準

 当期末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる工事契約につい

ては工事進行基準を適用し、その他の

工事契約については、工事完成基準を

適用しております。なお、工事進行基

準を適用する工事の当期末における進

捗度の見積りは、原価比例法によって

おります。

６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

 キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

 同左

７ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。

消費税等の会計処理 

 同左

（７）重要な会計方針の変更

会計方針の変更

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

―――― (資産除去債務に関する会計基準等) 

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

(企業会計基準第18号 平成20年３月31日)及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第21号 平成20年３月31日)を適用しておりま

す。 

 この変更に伴う営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益に与える影響はありません。
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（８）財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成22年３月31日)

当事業年度 
(平成23年３月31日)

※１ このうち関係会社に対するものは次のとおりであ
ります。

完成工事未収入金 2,913千円

その他流動資産 5,562千円

その他投資等 64,304千円

買掛金 64,560千円

未払金 1,848千円

※１ このうち関係会社に対するものは次のとおりであ
ります。

完成工事未収入金 903千円

その他流動資産 5,343千円

買掛金 35,411千円

未払金 1,836千円

※２ 受取手形裏書譲渡高は191,936千円であります。 ※２ 受取手形裏書譲渡高は148,969千円であります。

※３         ―――― ※３ たな卸資産及び工事損失引当金の表示

   損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表

示しております。

   損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

3,574千円であります。

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※１ このうち関係会社との取引にかかわるものは、次
のとおりであります。

完成工事高 233,418千円

仕入高(外注費を含む) 914,737千円

商品売上原価 70,670千円

従業員給料手当 4,053千円

運賃保管料他 17,700千円

受取利息 1,251千円

※１ このうち関係会社との取引にかかわるものは、次
のとおりであります。

完成工事高 97,136千円

仕入高(外注費を含む) 856,647千円

商品売上原価 59,975千円

従業員給料手当 2,932千円

運賃保管料他 15,692千円

受取利息 956千円

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま
す。

車輌運搬具 105千円

建物 238千円

計 344千円  

※２        ――――

 

※３ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま
す。

工具、器具及び備品 1,847千円

建物 316千円

計 2,164千円

※３ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま
す。

建物 3,734千円

構築物 897千円

工具、器具及び備品 282千円

建物撤去費用 22,000千円

計 26,914千円
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(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 立会外自己株式取得取引80,000株及び単元未満株式500株の買取りによる増加 

  

    該当事項はありません。 

  

  (1) 配当金支払額 

 
  

  (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
     平成22年６月29日開催予定の定時株主総会において、次のとおり付議いたします。 

 
  

  

   

  

   

(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 立会外自己株式取得取引70,000株及び単元未満株式1,710株の買取りによる増加 

  

    該当事項はありません。 

  

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 6,500,000 ― ― 6,500,000

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 23,795 80,500 ― 104,295

３ 新株予約権等に関する事項

４ 配当に関する事項

(決議) 株式の種類
配当金の 
総額(千円)

１株当たり 
配当金(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 
定時株主総会

普通株式 12,952 2 平成21年３月31日 平成21年６月29日

株式の種類
配当金の 
総額(千円)

配当金の原資
１株当たり 
配当金(円)

基準日 効力発生日

普通株式 19,187 利益剰余金 3 平成22年３月31日 平成22年６月30日

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 6,500,000 ― ― 6,500,000

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 104,295 71,710 ― 176,005

３ 新株予約権等に関する事項
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  (1) 配当金支払額 

 
  

  (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
     平成23年６月28日開催予定の定時株主総会において、次のとおり付議いたします。 

 
  

 
  

 
  

４ 配当に関する事項

(決議) 株式の種類
配当金の 
総額(千円)

１株当たり 
配当金(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 
定時株主総会

普通株式 19,187 3 平成22年３月31日 平成22年６月30日

株式の種類
配当金の 
総額(千円)

配当金の原資
１株当たり 
配当金(円)

基準日 効力発生日

普通株式 37,943 利益剰余金 6 平成23年３月31日 平成23年６月29日

(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度 
(平成22年３月31日)

当事業年度 
(平成23年３月31日)

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金預金勘定 1,332,348千円

現金及び現金同等物 1,332,348千円

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金預金勘定 2,149,871千円

現金及び現金同等物 2,149,871千円

(持分法投資損益等)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

該当事項はありません。 同左
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 （セグメント情報） 

１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び行政を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。  

当社は、工事部門と販売部門から構成されており、「屋内配線工事」「電力関連工事」「ＦＡ住宅環

境設備機器」「産業設備機器」の４つを報告セグメントとしております。  

「屋内配線工事」は、ビル・建築物の電気設備工事、土木水道・各種産業機器プラントの設置、その

他工事を行っております。「電力関連工事」は、送電工事、発変電工事、地中線工事、空調工事、情報

通信工事、蓄電池の再生等を行っております。「ＦＡ住宅環境設備機器」は、標準機器製品、ビル電源

機器、環境設備装置、電子機器、電化機器、その他の販売・仲介を行っております。「産業設備機器」

は、電力設備機器、発電機車、電線類及び管路材料、情報通信システム、その他の販売・仲介を行って

おります。 

  

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一で

あります。 

セグメント間の振替高は市場実勢価格に基づいております。 

  

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 
(注) １ 資産についてのセグメント情報は、経営者が経営の意思決定上当該情報を各セグメントに配分していないこ

とから開示しておりません。 

２ セグメント利益は、損益計算書の売上総利益と一致しております。 

  

  (追加情報) 

当事業年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。 

  

(セグメント情報等)

(単位：千円)

報告セグメント

調整額
損益計算書
計上額屋内配線工

事
電力関連工

事
ＦＡ住宅環
境設備機器

産業設備機
器

計

売上高

  外部顧客への売上高 4,292,216 3,815,712 942,745 771,039 9,821,713 ― 9,821,713

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

600 113,909 106,795 37,585 258,889 △258,889 ―

計 4,292,816 3,929,621 1,049,540 808,624 10,080,602 △258,889 9,821,713

セグメント利益 396,637 742,144 140,558 37,000 1,316,340 ― 1,316,340
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リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、関連当事者情報、税効果会計、退職給付、ス

トック・オプション等、企業結合等、賃貸等不動産、資産除去債務、セグメント情報の関連情報等に関

する注記については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しま

す。 

  

 
  

該当事項はありません。 

  

(開示の省略)

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 616円33銭 653円41銭

１株当たり当期純利益 67円31銭 34円21銭

潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

1株当たり当期純利益の算定上の基礎

 損益計算書上の当期純利益

  433,639千円

 普通株式に係る当期純利益

  433,639千円

 普通株主に帰属しない金額

該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

 6,442千株

潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

1株当たり当期純利益の算定上の基礎

 損益計算書上の当期純利益

216,540千円

 普通株式に係る当期純利益

216,540千円

 普通株主に帰属しない金額

該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

 6,330千株

(重要な後発事象)
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５．その他

（１）受注高・売上高及び次期繰越高

 ① セグメント別受注高

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日)

当事業年度 
(自 平成22年４月１日  

 至 平成23年３月31日)
比較増減

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
増減率 
(％)

屋内配線工事 4,347,818 41.5 3,689,963 41.9 △657,855 △15.1

電力関連工事 4,183,915 40.0 3,401,979 38.7 △781,936 △18.7

ＦＡ住宅環境設備機器 1,012,254 9.7 944,543 10.7 △67,711 △6.7

産業設備機器 923,402 8.8 767,406 8.7 △155,996 △16.9

合計 10,467,389 100.0 8,803,891 100.0 △1,663,498 △15.9

 ② セグメント別売上高

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日)

当事業年度 
(自 平成22年４月１日  

 至 平成23年３月31日)
比較増減

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
増減率 
(％)

屋内配線工事 6,396,722 54.6 4,292,216 43.7 △2,104,506 △32.9

電力関連工事 3,169,527 27.0 3,815,712 38.8 646,185 20.4

ＦＡ住宅環境設備機器 1,035,577 8.8 942,745 9.6 △92,832 △9.0

産業設備機器 1,119,215 9.6 771,039 7.9 △348,175 △31.1

合計 11,721,042 100.0 9,821,713 100.0 △1,899,329 △16.2

 ③ セグメント別次期繰越高

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日)

当事業年度 
(自 平成22年４月１日  

 至 平成23年３月31日)
比較増減

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
増減率 
(％)

屋内配線工事 1,433,301 43.2 831,049 36.1 △602,252 △42.0

電力関連工事 1,651,594 49.7 1,237,861 53.7 △413,733 △25.1

ＦＡ住宅環境設備機器 67,006 2.0 68,803 3.0 1,797 2.7

産業設備機器 170,066 5.1 166,433 7.2 △3,633 △2.1

合計 3,321,969 100.0 2,304,147 100.0 △1,017,821 △30.6

- 22 -

㈱北弘電社（1734）　平成23年３月期決算短信（非連結）



  

セグメント別受注高及び売上高の予想 

 
  

 (平成23年６月28日付) 

該当事項はありません。 

  

 新任取締役候補 
                     わきた  ともあき 

 取締役         脇田 智明（現 三菱電機株式会社 北海道支社長） 

 ※脇田智明氏は社外取締役の候補者であります。 

 ④ 次事業年度（自 平成23年４月１日  至 平成24年３月31日）

受注高 売上高

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

屋内配線工事 4,700,000 47.0 4,550,000 45.5

電力関連工事 1,900,000 19.0 3,000,000 30.0

ＦＡ住宅環境設備機器 1,400,000 14.0 1,350,000 13.5

産業設備機器 2,000,000 20.0 1,100,000 11.0

合計 10,000,000 100.0 10,000,000 100.0

（２）役員の異動

  ① 代表者の異動

  ② その他の役員の異動
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